
別紙様式第２　様式３－１

市町村名

事 業 名

実 施 期 間

市町村における少子
化対策の全体像及び
その中での本事業の
位置付け　※(注)３

※婚姻数、婚姻率、出生数、出生率等

婚姻数：172件（平成29年）
婚姻率（人口千対）：3.8‰（平成29年）
出生数：387人（平成29年）
出生率（人口千対）：8.6‰（平成29年）
（厚生労働省「平成29年人口動態調査」より）

参考指標　※(注)５

「島原市まち・ひと・しごと創生総合戦略」において、若い世代の結婚・出産・子育ての希望をか
なえることを政策分野の一つに掲げ、出逢いから結婚、出産、子育ての切れ目のない支援を行うこ
とを重点項目とし、
（１）地域に応じた、出逢いから家庭づくりの支援
（２）子育て世代の経済的負担軽減のための支援
を重点課題に掲げ、事業に取り組むこととしている。
　本事業のうち結婚支援については、上記取組の（１）に位置づけられる。

少子化対策全体の重
要業績評価指標(KPI)
及び定量的成果目標
※(注)４

「島原市まち・ひと・しごと創生総合戦略」における数値目標
・島原市の結婚相談窓口ハッピーカフェにおいて出会ったカップルの成婚数
　0組（平成26年度）⇒20組（平成31年度）

　平成３１年　４月　１日　～　平成３２年　３月３１日

平成30年度地域少子化対策重点推進事業（平成30年度第２次補正予算）実施計画書（市町村分）

長崎県島原市

　本市においては、「島原市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づき、若い世代の結婚・出
産・子育ての希望をかなえることを政策分野の１つに掲げており、結婚サポート事業による成婚数
は2件（平成29年度）となっている。
　県が実施した「長崎県版合計特殊出生率『見える化』分析」によると、本市の合計特殊出生率は
1.67（2006-2010）から、1.83（2.11-2015）と上昇しているものの、変化量を要因分析した結果、
有配偶率は0.068ポイント低下、有配偶出生率は0.224ポイント上昇しており、有配偶率の減少量を
有配偶出生率の上昇量で補い、その残余量が合計特殊出生率の上昇幅となっている状況があきらか
となった。

　このことから、本市の合計特殊出生率の上昇のためには、有配偶率の上昇を図るためのさらなる
婚活支援を行うことが最も重要であるといえる。
　婚活支援に関しては、初婚率の減少要因の4割を占める「職縁結婚の減」への取組の遅れが県全
体の課題となっており、本市においても県との連携により企業を巻き込んだ婚活支援に取り組む必
要がある。

【少子化対策への取り組みとその効果検証等】
本市では、結婚から子育てまで、切れ目ない支援を行うため、平成26年度に相談窓口として結婚支
援拠点施設「ハッピーカフェ」を設置し、相談業務、会員登録やコーディネーターを介しての会員
同士のマッチング、子育ての交流活動を実施してきた。相談内容の95％以上が結婚に関する内容で
あったことから、平成29年度からは、結婚相談業務に特化し、更に平成30年度からは長崎県が構築
した個人のデータマッチングの窓口を併設し、結婚を希望する人の支援を行ってきた。出会いの場
の創出や、結婚を支援する体制を充実させることが、少子化対策に取り組むうえで重要であると考
えている。
<しまばら結婚サポート事業＞
　①相談窓口ハッピーカフェの設置（平成26年度～）
　・相談件数（平成28年度1,502件、平成29年度931件、平成30年12月末482件）
　・会員のマッチング（成婚累計3組、平成30年12月末）
　・婚活イベント・セミナーの開催
　②長崎県婚活サポート窓口の併設（平成30年度～）

<婚活事業と地域との連携>
平成30年度において、農業従事者、地元のブライダル事業者、婚活事業者、報道関係者をはじめと
した地元企業や関係団体により、婚活支援ミーティングを開催し、連携をとりながら農業後継者の
男性に特化した婚活事業を進めてきた。婚活イベントと連動したセミナーを開催し、イベント後の
フォローをしっかり行った。

【課題】
　平成30年度に行った婚活事業は、農業従事者や地元企業、関係団体と連携して取り組んだもので
あったが、中には婚活事業への理解を得られず賛同してもらえない企業もあった。イベントについ
ては、カップルリングは成立するものの、婚姻にはなかなか結び付かない状況であるため、事後
フォローの充実の必要がある。
　婚活支援に関しては、これまで長崎県婚活サポート官民連携協議会等において、長崎県の少子化
の現状と課題の共有を図るとともに、31年度の取組について検討を進めてきた。県と市町、団体等
の連携のもと、少子化に関する問題を、県民全体で共有した上で、特に企業に対しては人材確保対
策の必要性や市場規模の重要性などを訴えながら、より多くの企業・団体及び市民に「自分ごと」
としての具体的な取組を促していく必要がある。

地域の実情と課題
（これまでの市町村
における少子化対策
の取組全体及びその
効果検証等から浮か
び上がった地域の実
情と課題について記
述）　※(注)２

しまばら結婚サポート事業
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上記「事業内容」について、
「地方創生推進交付金」の申
請の有無　※(注)６

「有」とした場合
の事業名

４　優良事例の横展開支援 0

しまばら結婚サポート事業 3,258

無

３　自治体間連携を伴う新たな取組に対する支援 3,258
事 業 内 容

１　子育てに寄り添う地域づくり支援 0

２　地方自治体と連携した企業・団体・学校等の自主的な取組に
対する支援

0


